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はじめに 

 

景気は、回復の動きが広がりつつあるものの、少子高齢化、雇用問題など多くの課題を抱

えている中で、国・地方は、ともに数次にわたる経済対策や財源不足を補うために発行した

公債の償還や社会保障関係費の増などにより、逼迫した財政運営を余儀なくされているとこ

ろである。 

国と地方の税財政を見直す「三位一体改革」は、現在大詰めを迎えているが、国は、給与

関係経費、投資的経費、一般行政経費等の地方歳出全般について徹底した見直しを求めると

ともに、地方交付税総額を抑制する方針を示しており、地方にとって苦しい財政運営を強い

られることは、必至である。 

このような状況の中、本市は、平成１５年度から１８年度の間に発生することが見込まれ

る多額の財源不足に対処するため、平成１５年１０月に策定した「行財政健全化緊急プログ

ラム」に沿って、事業全般にわたる厳正な見直しを行うなど、財政力に応じた持続可能な行

財政システムの構築を目指し、行財政全般にわたる改革を推進しているところである。 

本市にとって厳しい財政環境が続くこととなるが、そのような中でこそ、里山や海の豊か

な自然、食文化、歴史資源、地域の人材といった「氷見の持つ良さ」を更に進化させ、地域

経営の視点に立って、地域の元気づくりを育む施策を積極的に推進する必要がある。 

この冊子を通して、本市の厳しい財政状況を認識いただき、「人と自然がなごむ交流都市 

ひみ」の実現に向け、より良い方策の創出に努めていきたいものである。 
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１１１１    決決決決    算算算算    規規規規    模模模模    
 
平成１６年度の一般会計決算額は、次のとおりとなった。 
歳入 ２３，３４５，２７７千円 （前年度 ２２，６１６，１４２千円） 
歳出 ２２，７４１，７９１千円 （前年度 ２１，８７５，２１８千円） 
前年度に比べて、歳入では７

２９，１３５千円、３．２％の

増、歳出では８６６，５７３千

円、４．０％の増となった。 
要因としては、歳出では扶助

費及び繰出金の増加、歳入では

財源不足を補うために財政調整

基金からの繰入金を増やしたこ

となどが挙げられる。 
決算規模の過去１０年間の推

移は、第１図のとおりである。 
決算規模は、大型事業の施行

などにより、ふれあいスポーツ

センター建設事業の最終年度で

ある平成１０年度まで拡大を続

けていたが、それ以降は停滞す

る景気の影響を受けて縮小して

おり、平成１５年度よりは増大

しているもの、依然として縮小

された規模の水準にあるといえ

る。 
 
 
 
 
２２２２    決決決決    算算算算    収収収収    支支支支 
 
平成１６年度の決算収支の状況は、第１表のとおりである。 
歳入歳出差引額（形式収支）は、６０３，４８６千円の黒字となった。ここから明許繰越等の事業に

充てるため翌年度に繰越すべき財源４５，１８４千円を控除したもの、すなわち実質収支においては５

５８，３０２千円の黒字となり、前年度を上回ったことから、単年度収支（今年度実質収支－前年度実

質収支）では５３，６７０千円の黒字、実質収支比率（実質収支の標準財政規模に占める割合）は４．

３％で前年度（４．０％）を上回った。また、実質的な黒字要素となる財政調整基金積立金及び繰上償

還金、赤字要素となる財政調整基金取崩額を加味した実質単年度収支においては１１２，０９６千円の

黒字となった。なお、実質収支の過去１０年間の推移は、第２図のとおりである。 

第１図    決算規模の推移
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区分 7 8 9 10 11 12 13 1４ 1５ 1６ 

歳入 2,329 2,408 2,500 2,678 2,538 2,475 2,471 2,498 2,262 2,335 

歳出 2,266 2,348 2,441 2,616 2,462 2,407 2,401 2,435 2,188 2,274 
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第１表   一般会計決算収支の状況   

   （単位：千円） 

区          分 平成１５年度 平成１６年度 

1 歳入総額 22,616,142 23,345,277 

2 歳出総額 21,875,218 22,741,791 

3 歳入歳出差引額(１－２) 740,924 603,486 

4 翌年度に繰り越すべき財源 236,292 45,184 

5 実質収支(３－４) 504,632 558,302 

6 単年度収支 △ 18,338 53,670 

7 財政調整基金積立金 266,766 254,706 

8 繰上償還金 257,993 63,720 

9 財政調整基金取崩額 0 260,000 

10 実質単年度収支(６＋７＋８－９) 506,421 112,096 

11 実質収支比率(５／１２) 4.0% 4.3% 

12 標準財政規模 12,734,766 12,927,174 

第２図  実質収支の推移
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    区分 7 8 9 10 11 12 13 1４ 1５ 1６ 

実質収支 510 546 516 490 554 557 592 523 505 558 
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３３３３    歳歳歳歳    入入入入    のののの    状状状状    況況況況 
  
平成１６年度の歳入決算額は、２３，３４５，２７７千円で、前年度（２２，６１６，１４２千円）

に比べ７２９，１３５千円、３．

２％増（前年度９．５％減）と

なった。歳入の内訳は、第２表

のとおりである。 
一般財源では、市税４，９２

１，１９３千円（構成比２１．

１％）、地方交付税８，０２８，

６０１千円（構成比３４．３％）、

臨時財政対策債７７３，１００

千円（構成比３．３％）等、総

額で１５，０７８，０４３千円

となり、前年度に比べ４４０，

３０２千円、２．８％の減とな

った。この結果、一般財源の歳

入総額に占める割合（一般財源

比率）は６４．６％で前年度を

４．０ポイント下回った。 
特定財源では、国庫支出金１，

７４０，６５６千円（構成比７．

４％）、県支出金１，３３６，

５１４千円（構成比５．７％）、

市債２，３６１，２００千円（構

成比１０．１％）等、総額で８，

２６７，２３４千円となり、前

年度に比べ１，１６９，４３７

千円、１６．５％の増となった。 
一般財源比率の減少の要因

については、主に、市税、地方交付税及び臨時財政対策債等の減少の影響で、一般財源総額が減少して

いる一方で、繰入金、繰越金及び市債の増加により、特定財源総額が増加していることなどが挙げられ

る。 
第３図は、これらの歳入総額に占める割合の推移を示したものである。地方交付税に関しては、平成

１１年度以降は常に３３％以上を推移しており、平成１６年度には３４．３％となり、市税が収入額、

構成比ともに減少したこともあり、交付税への依存度は高くなる傾向にあるといえる。また、特定財源

の市債の構成比も昨年度に比べ大幅に上昇しているが、これは平成７・８年度借入の減税補てん債の借

り換え分９６８，３００千円が含まれているためである。借り換え分を除いて考えれば、平成１６年度

は市債の額、構成比ともに下降している。さらに、三位一体改革による補助金の一般財源化により、平

成１６年度の国庫支出金・県支出金も構成比を下降させた。 

第３図   歳入に占める構成比の推移
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              ※市債には、減税補てん債、臨時財政対策債を含む 

区分 7 8 9 10 11 12 13 14 15 1６ 

市税 23.5 23.1 23.1 20.7 21.8 21.5 21.5 21.0 22.4 21.1

地方交付税 30.1 29.6 30.0 29.3 33.8 34.8 33.8 33.4 36.2 34.3

地方譲与税 4.4 3.8 1.4 1.0 1.1 1.1 1.0 1.0 1.1 1.6

国庫支出金 7.7 8.8 7.4 6.9 10.1 6.3 6.8 6.8 8.0 7.4

県支出金 5.8 6.0 6.2 5.5 5.7 5.9 6.0 6.8 6.4 5.7

市債 18.1 14.9 17.5 21.8 12.0 13.9 14.1 14.3 11.6 13.7

諸収入 3.2 3.0 3.2 3.1 3.7 4.0 3.9 4.2 4.3 4.5

その他 7.2 10.8 11.2 11.7 11.8 12.5 12.9 12.5 10.0 11.7
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第２表   一般会計歳入決算額の状況        

       （単位：千円、％） 

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 増減率 
区    分 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 15／14 16／15 

市税 5,238,732 21.0 5,068,074 22.4 4,921,193 21.1 △ 3.3 △ 2.9 

地方譲与税 241,365 1.0 259,204 1.1 372,261 1.6 7.4 43.6 

利子割交付金 82,407 0.3 57,810 0.3 55,209 0.2 △ 29.8 △ 4.5 

配当割交付金 - - - - 11,688 0.1 - 皆増 

株式等譲渡所得割交付金 - - - - 9,568 0.1 - 皆増 

地方消費税交付金 417,405 1.7 457,567 2.0 503,581 2.1 9.6 10.1 

ゴルフ場利用税交付金 16,938 0.1 17,011 0.1 16,396 0.1 0.4 △ 3.6 

特別地方消費税交付金 - - - - - - - - 

自動車取得税交付金 120,598 0.5 131,067 0.6 134,514 0.6 8.7 2.6 

地方特例交付金 191,562 0.8 183,009 0.8 177,776 0.7 △ 4.5 △ 2.9 

地方交付税  8,340,464 33.4 8,187,860 36.2 8,028,601 34.3 △ 1.8 △ 1.9 

  普通交付税 7,073,976 28.3 7,002,364 31.0 6,914,157 29.6 △ 1.0 △ 1.3 

  特別交付税 1,266,488 5.1 1,185,496 5.2 1,114,444 4.7 △ 6.4 △ 6.0 

交通安全対策特別交付金 8,747 0.0 9,343 0.0 8,956 0.1 6.8 △ 4.1 

減税補てん債（借換除く） 72,900 0.3 67,100 0.3 65,200 0.3 △ 8.0 △ 2.8 

臨時財政対策債 546,000 2.2 1,080,300 4.8 773,100 3.3 97.9 △ 28.4 

一般財源計一般財源計一般財源計一般財源計    15,277,118 61.1 15,518,345 68.6 15,078,043 64.6 1.6 △ 2.8 

分担金及び負担金 405,617 1.6 355,461 1.6 370,658 1.6 △ 12.4 4.3 

使用料 156,140 0.6 154,355 0.7 186,592 0.8 △ 1.1 20.9 

手数料 105,264 0.4 100,685 0.4 98,163 0.4 △ 4.4 △ 2.5 

国庫支出金 1,702,771 6.8 1,800,165 8.0 1,740,656 7.4 5.7 △ 3.3 

県支出金 1,686,458 6.8 1,452,661 6.4 1,336,514 5.7 △ 13.9 △ 8.0 

財産収入 67,430 0.3 58,340 0.3 41,186 0.2 △ 13.5 △ 29.4 

寄附金 12,920 0.1 18,519 0.1 11,991 0.1 43.3 △ 35.3 

繰入金 865,446 3.5 79,495 0.3 321,567 1.4 △ 90.8 304.5 

繰越金 699,963 2.8 631,689 2.8 740,924 3.2 △ 9.8 17.3 

諸収入 1,039,919 4.2 974,246 4.3 1,057,783 4.5 △ 6.3 8.6 
市債（減税補てん債(借換除く)及

び臨時財政対策債を除く） 2,964,494 11.9 1,472,181 6.5 2,361,200 10.1 △ 50.3 60.4 

特定財源計特定財源計特定財源計特定財源計    9,706,422 38.9 7,097,797 31.4 8,267,234 35.4 △ 26.9 16.5 

合合合合            計計計計    24,983,540 100.0 22,616,142 100.0 23,345,277 100.0 △ 9.5 3.2 
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（１）市 税 
 

市税の決算額は、４，９２１，１９３千円で、前年度（５，０６８，０７４千円）に比べ１４６，８

８１千円、２．９％の減となった。第４図は、市税の対前年度増減率の推移を示したものである。個人

市民税は、厳しい経済状況による所得の落ち込みにより、平成１０年度から依然減額が続いている。法

人市民税は、平成１５年度

は一部企業の好調により増

額となったが、平成１６年

度はその要因もなくなり、

再び減額となった。 
固定資産税は、土地が評

価額の下落の影響で減収と

なったものの、家屋が新増

築数の増加により増収とな

るなど、全体で０．１％の

増となった。 
内訳は、第３表のとおり

である。個人市民税は、１，

５８５，４０７千円で、前

年度に比べ１１９，６０８

千円、７．０％の減、法人

市民税は、２６８，８１６

千円で、前年度に比べ４１，

１６０千円、１３．３％の

減となった。固定資産税は、

２，６２７，９４０千円で

前年度に比べ１，３４５千

円、０．１％の増となった。

市税収入の大半を占める市

民税と固定資産税が前年度

に比べて１５９，４２２千

円減となる大変厳しい財政

環境となっている。 
その他では、軽自動車税

が１０５，２１０千円で、前年度に比べ２，２１３千円、２．１％の増、たばこ税が３１１，２４１千

円で、前年度に比べ１０，９３９千円、３．６％の増、特別土地保有税は平成１５年度に引き続き１６

年度もなし、入湯税は２２，５７８千円で、前年度に比べ６１１千円、２．６％の減となった。 
現年課税分徴収率は、市民税で０．４ポイント、固定資産税で０．３ポイント低下し、市税全体でも

０．４ポイント低下して９７．５％となった。 
 

第４図  市税の対前年度増減率の推移
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       ７   ８   ９   10   11  12  13  14  15  16年度 
区分 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

個人市民税 5.8 0.5 11.9 △ 12.5 △ 3.3 △ 3.8 △ 3.1 △ 3.2 △ 6.0 △7.0 
法人市民税 8.1 △ 16.8 △ 2.2 △ 8.0 △ 6.6 △ 4.3 △ 11.5 △ 16.6 18.8 △13.3 
固定資産税 6.1 6.6 △ 2.8 2.9 2.5 △ 4.3 4.0 １.0 △ 4.3 0.1 
市税総額 5.9 1.7 3.9 △ 4.3 △ 0.1 △ 3.8 0.1 △ １.6 △ 3.3 △2.9 
名目ＧDＰ 2.3 2.9 0.2 △ 2.1 △ 0.2 △ 0.6 △ 2.8 △ 0.6 0.１ 0.8 

第４図  市税の対前年度増減率の推移
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第３表   市税収入の状況        

       （単位：千円、％） 

平成１５年度 平成１６年度 増減率 

区分 
決算額 

現年課税分

徴収率 
構成比 決算額 

現年課税分

徴収率 
構成比 1５／1４ 1６／1５ 

市民税   2,014,991 99.1 39.8 1,854,224 98.7 37.7 △ 2.9 △ 8.0 

  個人 1,705,015 99.0 33.7 1,585,408 98.7 32.2 △ 6.0 △ 7.0 

  法人 309,976 99.7 6.1 268,816 98.9 5.5 18.8 △ 13.3 

固定資産税 2,626,595 96.7 51.8 2,627,940 96.4 53.4 △ 4.3 0.1 

軽自動車税 102,997 98.5 2.0 105,210 98.1 2.1 2.4 2.1 

たばこ税 300,302 100.0 5.9 311,241 100 6.3 3.1 3.6 

特別土地保有税 0 - 0.0 0 - 0.0 - - 

入湯税 23,189 100.1 0.5 22,578 99.7 0.5 △ 8.6 △ 2.6 

合   計 5,068,074 97.9 100.0 4,921,193 97.5 100.0 △ 3.3 △ 2.9 

 
（２）地 方 交 付 税 
  
地方交付税の決算額は、８，０２８，６０１千円で、前年度（８，１８７，８６０千円）に比べ１５

９，２５９千円、１．９％の減となった。内訳は、普通交付税が６，９１４，１５７千円で、前年度に

比べ８８，２０７千円、１．３％の減、特別交付税が１，１１４，４４４千円で、前年度に比べ７１，

０５２千円、６．０％の減となった。 
普通交付税の状況は、第４表のとおりである。基準財政需要額の各経費は、経常経費が３．３％増、

投資的経費が１２．１％減、公債費が０．５％増となっている。増減の主な要因としては、経常経費が、

保育所入所人員を基礎とする密度補正及び単位費用の増、投資的経費が、全体的な単位費用の減、公債

費が、臨時財政対策債償還費において１５年度分発行可能額が算入されたことによる増などが挙げられ

る。 
以上により、基準財政需要額全体では０．９％の増、基準財政収入額では、全体的な税収見込みの増

や交付金の新設などにより４．９％の増となった。また、平成１６年度は交付税の原資となる国税収入

の増加が見込まれたため、国の補正予算により、交付税総額が増額された。このため、調整額の復活を

行い、普通交付税の額の増額分が追加交付されている。 
特別交付税は、合併をしない市町村への平成１６年度の配分総額が対前年度比７．９％の減となって

いる中で、台風による災害復旧経費や豪雪に係る除雪経費の増があったため、平成１５年度と比べて７

１，０５２千円、６．０％の減にとどまった。 
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第４表   普通交付税の状況    

   （単位：千円、％） 

区    分 平成１５年度 平成１６年度 増減率 

  経常経費（a） 7,640,102 7,889,181 3.3 

  投資的経費（b） 3,771,719 3,313,942 △12.1 

基準財政需要額 公債費（c） 1,057,143 1,062,227 0.5 

 臨財債振替相当額（d） 1,080,365 773,155 △28.4 

  

算出額計 

（a）+（b）+（c）-（d） 11,388,599 11,492,195 0.9 

  錯誤額 0 △735 － 

  計   Ａ 11,388,599 11,491,460 0.9 

  算出額 4,364,590 4,579,366 4.9 

基準財政収入額 錯誤額 0 △2,063 － 

  計   Ｂ 4,364,590 4,577,303 4.9 

交付基準額 Ｃ(Ａ－Ｂ) 7,024,009 6,914,157 △1.6 

調整額 Ｄ 21,645 20,468 △5.4 

交付額 
Ｃ－Ｄ 

※Ｈ１６は（Ａ－Ｂ） 7,002,364 6,914,157 △1.3 

 

（３）国 庫 支 出 金 
  
国庫支出金の決算額は１，７４０，６５６千円で、前年度（１，８００，１６５千円）に比べ、５９，

５０９千円、３．３％の減となった。うち、普通建設事業費支出金は５３４，５７９千円で、前年度（５

４２，０３２千円）に比べ７，４５３千円、１．４％の減、災害復旧事業費支出金は８２，３１４千円

で、前年度（２３７，９０８千円）に比べ１５５，５９４千円、６５．４％の減、福祉関係負担金は児

童手当の支給対象年齢の引上げにより、児童手当費負担金で増となったものの、保育所運営費負担金の

一般財源化による減等により、８１６，９７３千円で、前年度（８６０，１６６千円）に比べ４３，１

９３千円、５．０％の減となった。 
前年度と比べて増減の大きなものをみると、普通建設事業費支出金では、市道環状北線道路改良事業

費などに対する地方道路整備臨時交付金１２９，７８９千円の増、朝日山公園整備事業費などに対する

都市計画公園事業費補助金５０，８５９千円の減、消防施設等整備費補助金４３，０１６千円の減など

が挙げられる。その他では公共土木施設災害復旧費負担金１５８，９３１千円の減、児童手当費負担金

４５，１２５千円の増、保育所運営費負担金１１７，４９４千円の減などが挙げられる。 
 
（４）県 支 出 金 
 
県支出金の決算額は、１，３３６，５１４千円で、前年度（１，４５２，６６１千円）に比べ１１６，

１４７千円、８．０％の減となった。うち、普通建設事業費支出金は５０９，１８９千円で、前年度（５

８２，３７０千円）に比べ７３，１８１千円、１２．６％の減、災害復旧事業費支出金は１４７，４７

０千円で、前年度（１６６，１９５千円）に比べ１８，７２５千円、１１．３％の増となった。 
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前年度と比べて増減の大きなものをみると、普通建設事業費支出金では、急傾斜地崩壊防止対策事業

費に対する急傾斜地崩壊防止対策事業費補助金２１，６５６千円の減、漁業集落環境整備事業費に対す

る漁業集落環境整備事業費補助金３３，５２２千円の減、中山間地域等直接支払推進費に対する中山間

地域等直接支払推進費補助金４９，１９６千円の減などが挙げられる。その他では、児童手当費負担金

１１，２１４千円の増、保育所運営費負担金５８，７４７千円の減、農林施設災害復旧費補助金９６，

１４５千円の減などが挙げられる。 
 

（５）市 債 
 
市債の決算額は、３，１９９，５００千円で、前年度（２，６１９，５８１千円）に比べ５７９，９

１９千円、２２．１％の増となった。主な内訳は、第５表に示したとおりである。 
一般単独事業債は、臨時地方道整備事業債の減などにより、２７４，１００千円、３７．１％の減と

なった。辺地対策事業債は、辺地債道路整備事業費の増加により１７８，９００千円、８１．４％の増、

災害復旧事業債は、災害復旧事業費の減少により、７８，５００千円、５８．１％の減、一般廃棄物処

理事業債は、西部清掃センター整備事業が行われたことにより、１１９，２００千円、７５４．４％の

増となった。 
減税補てん債は１，０３３，５００千円で、９６６，４００千円、１４４０．２％の激増となってい

るが、これは平成７・８年度借入の減税補てん債の借り換え分９６８，３００千円が含まれているため

であり、借り換え分を除くと、平成１６年度借入額は６５，２００千円で、１，９００千円、２．８％

の減となっている。臨時財政対策債については、平成１６年度は地方財政の通常収支不足額が減少した

ことにより３０７，２００千円、２８．４％の減となった。 
減税補てん債の借り換え分を除くと、市債の合計額は２，２３１，２００千円となり、投資的経費の

抑制の影響等から、前年度に比べ３８８，３８１千円、１４．８％の減となっている。 
 
（６）そ の 他 の 歳 入 
 
その他の歳入では、地方譲与税は三位一体改革による税源移譲の影響を受け、自動車重量譲与税１１，

３９５千円の増、地方道路譲与税６，７９３千円の増、新設の所得譲与税９４，８６９千円の皆増によ

り１１３，０５７千円、４３．６％の増となった。利子割交付金は預貯金利率の低率化により、２，６

０１千円、４．５％の減、新設の配当割交付金は１１，６８８千円の皆増、同じく新設の株式等譲渡所

得割交付金は９，５６８千円の皆増となった。地方消費税交付金は４６，０１４千円、１０．１％の増、

ゴルフ場利用税交付金は６１５千円、３．６％の減、自動車取得税交付金は３，４４７千円、２．６％

の増となった。地方特例交付金は恒久的減税影響見込額の減により５，２３３千円、２．９％の減、交

通安全対策特別交付金は３８７千円、４．１％の減となっている。このほか、分担金及び負担金は、民

営保育所の新設による保育所費負担金１９，０３０千円の増などにより１５，１９７千円、４・３％の

増、財産収入は、市有財産の売却に伴う不動産売払収入１０，８５７千円の減、減債基金などの基金利

子収入７，５２４千円の減などにより１７，１５４千円、２９．４％の減、寄附金は、ふるさとづくり

基金寄附金９，４００千円の減、社会福祉事業振興基金寄附金３，７００千円の減などにより６，５２

８千円、３５．３％の減となった。また、繰入金については財政調整基金繰入金２６０，０００千円の

皆増などにより、２４２，０７２千円、３０４．５％の増となっている。 
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 第５表   市債発行額の状況     

    （単位：千円） 

平成 15 年度 平成 16 年度 平成 16 年度末 区    分 
発行額 発行額 

差引増減額 
現在高 

１   一般公共事業債 184,500 192,300 7,800 3,586,065 

２   一般単独事業債   739,400 465,300 △ 274,100 16,865,897 

  うち地域総合整備事業債 112,600 91,200 △ 21,400 8,116,185 

  うち臨時地方道整備事業債 246,900 113,800 △ 133,100 4,126,755 

  うち臨時河川等整備事業債 30,000 35,700 5,700 333,361 

３   公営住宅建設事業債 １13,000 113,900 900 585,287 

４   義務教育施設整備事業債      1,840,670 

５   辺地対策事業債 219,800 398,700 178,900 2,903,560 

６   公共用地先行取得等事業債        

７   災害復旧事業債 135,000 56,500 △ 78,500 571,066 

８   一般廃棄物処理事業債 15,800 135,000 119,200 877,505 

９   厚生福祉施設整備事業債      711,780 

10  簡易水道事業債  2,700 2,700 777,420 

11  財源対策債 27,200 23,900 △ 3,300 873,584 

12  減収補てん債      31,300 

13  臨時財政特例債      160,454 

14  公共事業等臨時特例債        

15  減税補てん債（借り換え含む) 67,100 1,033,500 966,400 1,662,666 

16  臨時税収補てん債      260,688 

17  臨時財政対策債 1,080,300 773,100 △ 307,200 2,654,003 

18  調整債        

19  県貸付金      10,597 

20  上水道事業出資債 12,400 4,600 △ 7,800 21,427 

21  特定資金公共投資事業債 25,081   △ 25,081   

合   計 2,619,581 3,199,500 579,919 34,393,969 

    
４４４４    歳歳歳歳    出出出出    のののの    状状状状    況況況況    

 
平成１６年度の歳出決算額は、２２，７４１，７９１千円で、前年度（２１，８７５，２１８千円）

に比べ８６６，５７３千円、４．０％の増（前年度１０．２％減）となった。 
 

（１）目的別歳出決算額の状況 
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目的別歳出決算額の状況は、第６表のとおりである。 
歳出総額に占める構成比は、公債費が２０．８％（前年度１７．３％）で最も大きく、次いで民生費１

７．９％（１８．０％）、土木費１３．８％（１３．４％）、衛生費１２．５％（１２．２％）、総務費

１０．４％（１１．３％）、農林水産業費８．７％（８．９％）、教育費が７．３％（７．９％）、商工

費３．８％（３．９％）、消防費２．５％（３．２％）などとなっている。 
前年度と比べて増減の大きなものをみると、総務費は、移動通信用鉄塔施設整備事業費３８，６４７

千円皆減、財政調整基金積立金１２，０６０千円減などに加え、市町村職員退職手当事務負担金で４２，

３９９千円減などにより１０１，９５６千円、４．１％の減。民生費は、介護保険特別会計繰出金６９，

３２２千円増、児童手当支給事業費６７，６２０千円増、民間保育所運営委託事業費８５，９３３千円

増などにより１１８，９０２千円、３．０％の増。衛生費は、西部清掃センター整備事業費１５０，０

００千円皆増などにより１７４，８９０千円、６．５％の増。消防費は、通信指令装置整備事業費で１

７３，４６０千円減などにより、１３４，９３６千円、１９．３％の減。教育費は、小学校の学校用地

整備事業費で５１，２８６千円減などにより、５６，８６８千円、３．３％の減。 
土木費は、公園整備事業費で１０２，８１９千円減となったが、道路改良事業費全体で１６３，１３

２千円増、下水道特別会計繰出金で９９，０８８千円の増などにより１９７，０３１千円、６．７％の

増。災害復旧事業費は現年公共土木施設災害復旧事業費で２５１，６９９千円減、現年農地施設災害復

旧事業費で６７，７４１千円減、現年林業施設災害復旧事業費で４６，１３３千円減などにより３１４，

９６６千円、５４．８％の減となった。 
なお、目的別歳出決算額の構成比の推移は、第５図のとおりである。 

第６表   一般会計目的別歳出決算額の状況      

      （単位：千円、％） 

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 増減率 
区   分 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 １５／1４ １６／1５ 

議会費 242,135 1.0 238,753 1.1 217,641 1.0 △ 1.4 △ 8.8 

総務費 2,975,261 12.2 2,464,401 11.3 2,362,445 10.4 △ 17.2 △ 4.1 

民生費 4,857,804 19.9 3,949,570 18.0 4,068,472 17.9 △ 18.7 3.0 

衛生費 2,596,567 10.7 2,676,590 12.2 2,851,480 12.5 3.1 6.5 

労働費 44,534 0.2 36,359 0.2 38,331 0.2 △ 18.4 5.4 

農林水産業費 2,317,327 9.5 1,939,314 8.9 1,980,295 8.7 △ 16.3 2.1 

商工費 914,955 3.8 846,354 3.9 870,247 3.8  △ 7.5 2.8 

土木費 3,281,851 13.5 2,935,529 13.4 3,132,560 13.8 △ 10.6 6.7 

消防費 634,724 2.6 698,677 3.2 563,741 2.5 10.1 △ 19.3 

教育費 2,115,639 8.7 1,730,714 7.9 1,673,846 7.3 △ 18.2 △ 3.3 

災害復旧費 441,698 1.8 575,145 2.6 260,179 1.1 30.2 △ 54.8 

公債費 3,929,356 16.1 3,783,812 17.3 4,722,554 20.8 △ 3.7 24.8 

諸支出金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 － - 

合合合合            計計計計    24,351,851 100.0 21,875,218 100.0 22,741,791 100.0   △ 10.2 4.0 
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（２）性質別歳出決算額の状況 

 

性質別歳出決算額の状況は、第７表のとおりである。歳出規模が縮小している中で、投資的経費、人

件費において減少を見せている。 

① 義務的経費 
義務的経費の決算額は、１１，４９３，４８４千円で、前年度（１０，５９２，３２８千円）に比べ

９００，１５６千円、８．５％の増、歳出総額に占める構成比は、前年度に比べ２．２ポイント上がり、

５０．６％となった。 
人件費の決算額は、４，６４３，７６７千円で、前年度（４，８４４，１０６千円）に比べ２００，

３３９千円、４．１％の減となった。要因としては、市単独で行った人件費抑制措置による期末手当支

給月数の引下げが、昨年度は１期分だけだったのに対し、今年度は２期分にわたったことなどが挙げら

れる。内訳は、第８表のとおりである。 
 

第５図   目的別歳出決算額の構成比の推移

0%

20%

40%

60%

80%

100%

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

その他

公債費

教育費

土木費
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区分 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

総務費 11.9 12.8 12.5 10.3 13.8 17.7 12.8 12.2 11.3 10.4 

民生費 15.7 16.7 16.2 16.2 19.3 16.7 17.4 19.9 18.0 17.9 

衛生費 10.7 10.7 13.1 11.1 13.4 12.1 11.9 10.7 12.2 12.5 

農林水産業費 16.8 11.9 11.2 10.7 10.4 9.4 9.3 9.5 8.9 8.7 

土木費 14.6 16.5 15.0 14.3 14.2 14.1 14.1 13.5 13.4 13.8 

教育費 11.8 10.7 13.5 17.7 7.2 7.5 8.1 8.7 7.9 7.3 

公債費 9.9 10.9 10.6 11.5 12.7 14.0  15.6 16.1 17.3 20.8 

その他 8.6 9.9 7.9 8.3 9.0 8.5 10.8 9.4 11.0 8.6 
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第７表   一般会計性質別歳出決算額の状況       

       （単位：千円、％） 

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 増減率 
区      分 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 15/14 16/15 

人件費   5,243,288 21.5 4,844,106 22.1 4,643,767 20.4 △ 7.6 △ 4.1 

  うち職員給 3,836,983 15.8 3,546,672 16.2 3,416,056 15.0 △ 7.6 △ 3.7 

扶助費 1,885,149 7.7 1,964,416 9.0 2,127,169 9.4 4.2 8.3 

公債費   3,929,250 16.1 3,783,806 17.3 4,722,548 20.8 △ 3.7 24.8 

  元利償還金 3,918,444 16.1 3,775,004 17.3 4,719,348 20.8 △ 3.7 25.0 

  一時借入金利子 10,806 0.0 8,802 0.0 3,200 0.0 △ 18.5 △ 63.6 

義務的経費計義務的経費計義務的経費計義務的経費計    11,057,687 45.4 10,592,328 48.4 11,493,484 50.6 △ 4.2 8.5 

普通建設事業費   5,829,088 23.9 3,710,270 17.0 3,559,123 15.6 △ 36.3 △ 4.1 

  補助事業費 2,234,972 9.2 1,832,402 8.4 1,688,982 7.4 △ 18.0 △ 7.8 

  単独事業費 3,594,116 14.8 1,877,868 8.6 1,870,141 8.2 △ 47.8 △ 0.4 

災害復旧事業費 441,698 1.8 575,145 2.6 260,179 1.1 30.2 △ 54.8 

失業対策事業費                

投資的経費計投資的経費計投資的経費計投資的経費計    6,270,786 25.8 4,285,415 19.6 3,819,302 16.7 △ 31.7 △10.9 

  うち人件費 66,802 0.3 40,787 0.2 31,950 0.1 △ 38.9 △21.7 

物件費 2,120,285 8.7 2,078,513 9.5 2,279,694 10.0 △ 2.0 9.7 

維持補修費 165,925 0.7 236,741 1.1 236,507 1.1 42.7 △ 0.1 

補助費等 1,404,770 5.8 1,466,376 6.7 1,424,961 6.3 4.4 △ 2.8 

積立金 320,366 1.3 286,834 1.3 278,943 1.2 △ 10.5 △ 2.8 

投資及び出資金、貸付金 946,077 3.9 891,798 4.1 907,974 4.0 △ 5.7 1.8 

繰出金 2,065,955 8.5 2,037,213 9.3 2,300,926 10.1 △ 1.4 12.9 

その他の経費計その他の経費計その他の経費計その他の経費計    7,023,378 28.8 6,997,475 32.0 7,429,005 32.7 △ 0.4 6.2 

合合合合                計計計計    24,351,851 100.0 21,875,218 100.0 22,741,791 100.0 △10.2 4.0 

第 

第８表 人件費の状況       

      （単位：千円、％） 

平成１５年度 平成１６年度 比較 
区分 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 

議員・委員等報酬手当 190,937 3.9 182,906 3.9 △ 8,031 △ 4.2 

長等の特別職の給与費 48,426 1.0 48,426 1.0 0 0.0 

職員給与費 3,546,672 73.2 3,416,056 73.6 △ 130,616 △ 3.7 

基本給 2,374,900 49.0 2,300,190 49.6 △ 74,710 △ 3.1 

  その他の手当 1,171,772 24.2 1,115,866 24.0 △ 55,906 △ 4.8 

地方公務員共済組合負担金 611,724 12.6 592,456 12.8 △ 19,268 △ 3.1 

退職手当組合負担金 442,793 9.1 400,394 8.6 △ 42,399 △ 9.6 

地方公務員災害補償基金負担金 3,554 0.1 3,529 0.1 △ 25 △ 0.7 

合計 4,844,106 100.0 4,643,767 100.0 △ 200,339 △ 4.1 
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扶助費の決算額は、２，１２７，１６９千円で、前年度（１，９６４，４１６千円）に比べ１６２，

７５３千円、８．３％の増となった。制度改正による児童手当支給事業費６７，６２０千円の増、民

間保育所の新設による民間保育所運営委託事業費８５，９３３千円の増となったことが主な要因であ

る。また、内訳は第９表のとおりである。 

第９表   扶助費の状況       

      （単位：千円、％） 

平成１５年度 平成１６年度 比較 
区   分 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 

社会福祉費 614,258 31.3 641,638 30.2 27,380 4.5 

老人福祉費 88,116 4.5 81,391 3.8 △ 6,725 △ 7.6 

児童福祉費 971,939 49.5 1,107,194 52.1 135,255 13.9 

生活保護費 277,673 14.1 283,470 13.3 5,797 2.1 

災害救助費    －   － － － － － 

１ 

民
生
費 

小計 1,951,986 99.4 2,113,693 99.4 161,707 8.3 

２   衛生費    －   － － － － － 
３   教育費 12,430 0.6 13,476 0.6 1,046 8.4 

合    計 1,964,416 100.0 2,127,169 100.0 162,753 8.3 

  
公債費の決算額は、４，７２２，５４８千円で前年度（３，７８３，８０６千円）に比べ９３８，７

４２千円、２４．８％の増となった。第６図は、市債発行額と公債費の推移を示したものである。 
しかしながら、この決算額には平成７・８年度借入の減税補てん債の借り換え分９６８，３００千円

が含まれており、借り換え分を除くと、平成１６年度の公債費の決算額は３，７５４，２４８千円で前

年度に比べ２９，５５８千円、０．８％の減となっている。 
公債費は経済対策による市債発行の影響を受けて平成１４年度までは上昇を続けてきた。平成１６年

度は、市債の繰上償還が減となったため、前年度比は減少したが、依然として厳しい状況が続いている。 
市債の発行額は、減税補てん債の借り換え分を除くと、２，２３１，２００千円となり、前年度に比

べ３８８，３８１千円、１４．８％の減であり、普通建設事業費の抑制に努めたことにより、平成１５

年度に引き続き縮減となった。 
しかしながら、市債残高は依然として高い水準にあり、公債費は、今後も歳出において大きな割合を

占めていくことになるものである。 
これまで交付税措置のあるより有利な市債を活用し、道路や公園、学校などの社会資本整備を行って

きたが、過去の大型事業の実施に係る市債の発行状況から、今後も公債費の歳出における構成比率の増

加が見込まれる。財政の硬直化が一段と進むことが懸念されることからも、これまで以上に低利な市債

への借り換えや繰上償還を推し進めていく必要がある。 
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② 投資的経費 
投資的経費の決算額は、３，８１９，３０２千円で、前年度（４，２８５，４１５千円）に比べ４６

６，１１３千円、１０．９％の減となり、歳出総額に占める構成比は、前年度より２．９ポイント下降

し、１６．７％となった。投資的経費の内訳は、第１０－１表のとおりである。 

第６図   市債発行額と公債費の推移

2200

2400

2600

2800

3000

3200

3400

3600

3800

4000

4200

4400

4600

4800

5000

5200

5400

5600

5800

6000

単位：百万円

決
算
額

市債発
行額

公債費

区分 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

市債発行額 4,226 3,587 4,381 5,835 3,052 3,452 3,488 3,583 2,620 3,200 

公債費 2,254 2,561 2,583 3,015 3,132 3,372 3,736 3,929 3,784 4,723 

第６図   市債発行額と公債費の推移

1000
1200
1400
1600
1800
2000
2200
2400
2600
2800
3000
3200
3400
3600
3800
4000
4200
4400
4600
4800
5000
5200
5400
5600
5800
6000

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

単位：百万円

決
算
額

市債発
行額

公債費

第６図   市債発行額と公債費の推移

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

5,400

5,600

5,800

6,000

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

単位：百万円

決
算
額

市債発
行額

公債費



16 

普通建設事業費の決算額は、３，５５９，１２３千円で、前年度（３，７１０，２７０千円）に比べ

１５１，１４７千円、４．１％の減となった。うち補助事業では、氷見伏木線整備事業費で９２，５７

７千円の増となったが、移動通信用鉄塔施設整備事業費で３８，６４７千円の皆減、公園整備事業費で

１０２，８１９千円の減、漁業集落環境整備事業費で５０，１３６千円の減などにより、１４３，４２

０千円、７．８％の減となった。 
一方、単独事業では、西部清掃センター整備事業費で１５０，０００千円の皆増、雪寒地域建設機械

整備事業費で２６，３５４千円の増となったが、通信指令装置整備事業費で１７３，４６０千円の皆減、

小学校の学校用地整備事業費で５１，２８６千円の減などにより、７，７２７千円、０．４％の減とな

った。 
目的別では、土木費１，５７６，５３３千円（構成比４４．３％）、農林水産業費１，２９２，９３

３千円（構成比３６．３％）となり、この２つで全体の８０．６％を占める。その次に衛生費２２０，

００９千円（構成比６．２％）、教育費１９２，２８７千円（構成比５．４％）、民生費１０９，１９６

千円（構成比３．１％）、消防費７２，９０９千円（構成比２．１％）、総務費７２，８９０千円（構成

比２．０％）、商工費２２，３６６千円（構成比０．６％）となった。 
対前年度で決算額が増加したのは土木費、農林水産業費、衛生費及び商工費であり、土木費は、１５

１，２７０千円、１０．６％の増となり、構成比においては５．９ポイントの増となった。これは主に、

辺地債道路整備事業費を含む道路改良関係の事業費が全体に伸びたことによるものである。農林水産業

費は、水産業費で減となったが、田園空間整備事業費などの増加により２，３７０千円、０．２％の増

となり、構成比において１．５ポイント増となった。衛生費は、西部清掃センター整備事業が新規に行

われたことなどにより１４５，９６４千円、１９７．１％の増となり、構成比において４．２ポイント

増となった。商工費は、九殿浜遊歩道整備事業が新規に行われたことなどにより９，８３０千円、７８．

４％の増となり、構成比において０．３ポイント増となった。 
一方、対前年比の決算額が減少したのは教育費、民生費、消防費及び総務費である。教育費は、柳田

布尾山古墳保存調査整備事業費の減などにより、１０４，６４３千円、３５．２％の減、構成比におい

て２．６ポイント減となった。民生費は、ふれあい健康館（仮称）整備事業の完了や民間保育所施設整

備事業費補助金の減などにより、１１３，２６９千円、５０．９%の減、構成比においては２．９ポイ
ント減となった。消防費は、通信指令装置整備事業の完了などにより、１３６，１０２千円、６５．１%
の減、構成比は３．５ポイント減となっている。総務費は、移動通信用鉄塔施設整備事業費の減などに

より、１０６，５６７千円、５９．４％の減、構成比では２．８ポイント減となった。 
災害復旧事業費の決算額は、２６０，１７９千円で、前年度（５７５，１４５千円）に比べ３１４， 
９６６千円、５４．８％の減となった。補助事業は、現年公共土木施設災害復旧事業費の減などにより、

３４３，０５６千円、５９．６％の減となった。単独事業は、台風２３号の被害による庁舎等市有財産

の災害復旧事業費により、２８，０９０千円の皆増となった。災害復旧事業費については、平成１６年

度は台風の被害がやはり大きかったものの、平成１４年度に発生した谷屋の地すべり災害の繰越による

平成１５年度決算額がそれ以上に大きいために、対前年度比で減少しているものである。 
また、普通建設事業費のうち予算額が５０，０００千円を超える主な事業の内訳については、第１０

－２表のとおりである。 
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第１０－１表   平成第１０－１表   平成第１０－１表   平成第１０－１表   平成１６１６１６１６年度投資的経費決算額調年度投資的経費決算額調年度投資的経費決算額調年度投資的経費決算額調

分・負担金 （参考）
決算額 国庫支出金 県支出金 寄付金 市債 その他 一般財源 前年度決算額

3,559,123 532,641 509,713 6,141 1,328,500 201,062 981,066 3,710,270

1,688,982 532,641 449,095 4,595 429,300 102,647 170,704 1,832,402

議会費 0

総務費 0 38,647

民生費 0

衛生費 35,070 11,690 11,690 11,690 30,468

農林水産業費 612,666 425,387 4,595 90,600 45,442 46,642 573,209

商工費 0

土木費 969,516 485,091 338,700 57,205 88,520 861,911

消防費 23,806 11,823 11,983 173,460

教育費 47,924 24,037 12,018 11,869 154,707

1,870,141 0 60,618 1,546 899,200 98,415 810,362 1,877,868

議会費 0

総務費 72,890 1,200 1,920 69,770 140,810

民生費 109,196 1,160 8,300 99,736 222,465

衛生費 184,939 1,300 150,000 24,971 8,668 43,577

農林水産業費 680,267 35,018 1,261 163,300 46,458 434,230 717,354

商工費 22,366 1,552 20,814 12,536

土木費 607,017 0 10,965 285 498,000 1,510 96,257 563,352

消防費 49,103 4,271 7,300 37,532 35,551

教育費 144,363 7,904 71,100 22,004 43,355 142,223

諸支出金 0

260,179 82,313 81,842 336 59,800 16,396 19,492 575,145

232,089 82,313 81,842 336 51,500 5,902 10,196 575,145

農林水産業 98,017 1,521 81,842 336 10,800 3,518 0 208,611

土木 134,072 80,792 40,700 2,384 10,196 366,534

28,090 0 0 0 8,300 10,494 9,296 0

農林水産業 3,966 3,966

土木 452 400 52

その他 23,672 7,900 10,494 5,278

0

3,819,302 614,954 591,555 6,477 1,388,300 217,458 1,000,558 4,285,415

（単位：千円）

区    分

１   普通建設事業費１   普通建設事業費１   普通建設事業費１   普通建設事業費

（１）補助事業費（１）補助事業費（１）補助事業費（１）補助事業費

３   失業対策事業費３   失業対策事業費３   失業対策事業費３   失業対策事業費

投資的経費合計投資的経費合計投資的経費合計投資的経費合計

（２）単独事業費（２）単独事業費（２）単独事業費（２）単独事業費

２   災害復旧費２   災害復旧費２   災害復旧費２   災害復旧費

（１）補助事業費（１）補助事業費（１）補助事業費（１）補助事業費

（２）単独事業費（２）単独事業費（２）単独事業費（２）単独事業費
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第１０－２表　普通建設事業一覧表（予算額50,000千円を超えるもの）

決算額　B
対予算額

比率
B/A

翌年度
繰越額

前年度
決算額　C

対前年度
比率
B/C

375,559 100.0% 375,560 100.0%

264,984 67.3% 125,997 87,347 303.4%

185,431 60.3% 121,950 112,141 165.4%

258,708 100.0% 203,704 127.0%

249,437 100.0% 247,947 100.6%

241,685 99.6% 94,709 255.2%

150,000 100.0% 皆増

122,855 100.0% 30,278 405.8%

117,080 99.9% 125,330 93.4%

108,364 99.8% 皆増

65,972 64.9% 35,622 88,992 74.1%

68,306 75.9% 21,696 137,314 49.7%

67,329 99.5% 66,674 101.0%

32,358 51.9% 27,018 14,774 219.0%

13,661 23.4% 44,656 8,140 167.8%

54,460 100.0% 54,460 100.0%

森林居住環境整備事業費 58,324

特別養護老人ホーム建設資金
借入金元金償還補助事業費 54,460

資源リサイクル畜産環境整備事業費 108,575

薮田地域水産物供給基盤整備事業費 101,602

中山間地域等直接支払事業費 67,652

県営漁港施設整備事業費負担金 62,376

西部清掃センター整備事業費 150,000

氷見伏木線整備事業費 122,856

宇波漁業集落環境整備事業費 90,010

（単位：千円）

柳田布尾山古墳保存調査整備事業費 117,164

市道環状北線道路改良事業費

予算額　A事業名

辺地債道路整備事業費 393,733

田園空間整備事業費 242,676

国営総合かんがい排水事業費負担金 375,560

307,391

環状南線整備事業費 258,708

園市営住宅建替事業費 249,522
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③ その他の経費 
 その他の経費の決算額は、７，４２９，００５千円で、前年度（６，９９７，４７５千円）に比べ４

３１，５３０千円、６．２％の増となった。 
物件費の決算額は、２，２７９，６９４千円で、前年度（２，０７８，５１３千円）に比べ２０１，

１８１千円、９．７％の増となった。主な要因としては、電子計算機器等購入事業費の増が挙げられる。 
維持補修費の決算額は、２３６，５０７千円で、前年度（２３６，７４１千円）に比べ２３４千円、

０．１％の減となった。 
補助費等の決算額は、１，４２４，９６１千円で、前年度（１，４６６，３７６千円）に比べ４１，

４１５千円、２．８％の減となった。その要因としては病院事業会計への退職手当事務特別負担金に係

る補助費等の減などが挙げられる。 
積立金の決算額は、２７８，９４３千円で、前年度（２８６，８３４千円）に比べ７，８９１千円、

２．８％の減となった。主な要因としては、財政調整基金積立金１２，０６０千円の減が挙げられる。 
投資及び出資金、貸付金の決算額は、９０７，９７４千円で、前年度（８９１，７９８千円）に比べ

１６，１７６千円、１．８％の増となった。内訳として、投資及び出資金が１９３，１４４千円で、前

年度（１８２，０４８千円）に比べ１１，０９６千円、６．１％の増、貸付金が７１４，８３０千円で、

前年度（７０９，７５０千円）に比べ５，０８０千円、０．７％の増となった。前年度と比べて増減の

大きなものをみると、投資及び出資金では、病院事業会計出資金で１７，３１６千円の増、水道事業会

計出資金で６，５２０千円の減、貸付金では、小口事業資金あっ旋融資事業費３０，０００千円の減、

商工中金預託金３０，０００千円の減、緊急経営改善資金融資事業費で７０，５００千円の増などが挙

げられる。 
繰出金の決算額は２，３００，９２６千円で、前年度（２，０３７，２１３千円）に比べ２６３，７

１３千円、１２．９％の増となった。内訳は、下水道特別会計繰出金９９，０８８千円の増、国民健康

保険特別会計繰出金７４，９１３千円の増、老人保健医療事業特別会計繰出金２６，５７０千円の増、

介護保険特別会計繰出金６９，３２２千円の増などとなっている。 
 
④ 性質別歳出決算額の構成比の推移 
性質別歳出決算額の構成比の推移は、第７図のとおりである。義務的経費比率は、平成６年度以降上

昇傾向にあり、平成１１年度からは４５％前後を推移してきたが、平成１５年度には４８．４％、そし

て平成１６年度には５０．５％と、５０％を超える比率となった。人件費は減となったものの、扶助費

と、そして公債費が増となったことによる影響が大きい。また、投資的経費が決算額において前年度比

１０．９％減となったことも、相対的に義務的経費の構成比が上がった一因である。 
一方、投資的経費比率は、国の経済対策やふれあいスポーツセンター建設事業などの大型プロジェク

ト事業の影響を受け、平成１０年度までほぼ３０％台前半を推移してきたが、平成１１年度以降は普通

建設事業費を抑制してきたため徐々に減少し、平成１５年度には２０％台を切るに至り、平成１６年度

はさらに減少した。 
また、その他の経費は、新設した特別会計への繰出金などの影響を受けて、平成１１年度は大きな伸

びとなった。それ以降は３０％前後を推移してきており、平成１６年度については経費全体の決算額で

は再び前年度より上昇し、３２．７％となった。 
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第７図   性質別歳出決算額の構成比の推移
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構
成
比 義務的

経費

うち人件
費

うち公債
費

投資的
経費

その他
の経費

 
区分 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

義務的経費 41.9 42.6 42.5 41.8 45.2 43.0 44.9 45.4 48.4 50.6 

うち人件費 24.3 23.3 23.2 21.5 22.7 22.4 22.2 21.5 22.1 20.4 

うち公債費 9.9 10.9 10.6 11.5 12.7 14.0 15.5 16.1 17.3 20.8 

投資的経費 32.3 29.2 31.6 34.2 25.4 24.8 26.1 25.8 19.6 16.7 

その他の経費 25.8 28.2 25.9 24.0 29.4 32.2 29.0 28.8 32.0 32.7 
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平成１６年度 
 

普通会計決算の概況 



22 

普通会計とは、公営事業会計以外の会計を総合してひとつにまとめたものをいい、地方財政統計上統

一的に用いられている。本市の場合は、一般会計や育英資金特別会計、高齢者・障害者住宅整備資金特

別会計、有線テレビジョン放送事業特別会計の全部と老人保健医療事業特別会計の事務費の一部をまと

めたものである。その普通会計の財政指標などを県内他市や全国類似団体(人口と産業構造による分類
別)と比較して、現在の本市の財政状況を明らかにする。 
 
１１１１    財政指標による分析財政指標による分析財政指標による分析財政指標による分析    
 
（１）経常収支比率 

 
地方公共団体は、変化する社会経済や新たな行政需要に対応するため財政構造の弾力性を確保しなけ

ればならない。この財政構造の弾力性を判断する指標のひとつとして、一般的に経常収支比率が用いら

れる。経常収支比率とは、経常的経費に充当された一般財源の経常一般財源総額に占める割合である。 
 これは、地方税、普通

交付税を中心とする経常

的な収入である一般財源

が、人件費、扶助費、公

債費といった容易に縮減

することのできない経常

的経費にどの程度充当さ

れているかによって財政

構造の弾力性を判断しよ

うとするものである。 
本市の経常収支比率の

推移は、第８図にみられ

るように、８３％から８

５％台を推移してきた。 
平成１５年度は人件費

などの義務的経費の減に

伴い８２．０％に減少し、

過去１０年間で最も低い

数値となった。平成１６

年度は経常一般財源が前

年度に比べて、市税で１

４６，８８１千円減、普

通交付税で８８，２０７千円減、交付税の代替措置として適用される臨時財政対策債で３０７，２００

千円減等により、６０，２０８千円、０．５％減となる。 
しかしながら、経常経費に充当した一般財源は１９８，０９８千円、１．７％増となり、その結果、

経常収支比率は８５．６％と前年度より増加した。また、臨時財政対策債及び減税補てん債を経常一般

財源に加えない経常収支比率は９１．０％となった。一般的には、都市では７５％が妥当であると考え

第８図   経常収支比率の推移
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区分  7  8  9 10 11 12 13  14  15  16 

経常収支比率 83.2 85.0 85.2 85.4 83.1 82.8 85.7 85.8 82.0 85.6 

 うち人件費 38.4 38.3 38.0 36.8 34.9 33.8 32.9 33.0 29.6 30.3 

 うち公債費 17.5 18.7 19.2 20.7 21.3 21.8 24.9 24.6 23.9 24.9 

 うち物件費 10.7 10.1 9.8 9.9 9.8 9.8 10.1 9.8 9.8 9.8 

 うち扶助費 5.2 5.9 6.0 6.6 6.4 4.5 4.7 4.9 4.9 5.8 
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られており、８０％を上回ると財政構造の弾力性が失いつつあるとされている。 
充当経費別では、人件費が平成６年度の３９．２％から徐々に減少しつづけ、平成１５年度には職員

給与費などの大幅な削減を行った結果、過去１０年間で最も低い比率となったが、平成１６年度は保育

所運営負担金の一般財源化により増加に転じた。人件費は歳出において大きな比率を占めていることか

らも、今後も抑制が必要となってくる。物件費は前年度と同率で、１０％前後をほぼ横ばいで推移して

いる。公債費は、年々伸び続け大型事業の元金償還の始まった平成１３年度には２４．９％となった。

その後、平成１４年度からは２年連続で減少したが、一般財源収入の減少する中で、公債費に充当すべ

き一般財源額が減少しないことから、平成１６年度は再び増加に転じた。 
第１１表は、本市の経常収支比率を県内１０市（平成１５年度までは９市。以下、第１４表まで同じ。）

及び全国類似団体と比較したものである。本市の経常収支比率は県内１０市の中で４番目となったが、

比率上の財政構造の弾力性は富山市を除いて全市悪化の方向にあり、今後の財政運営に当たっては、義

務的経費の抑制に努め、財政構造の弾力性を確保する必要がある。 

第１１表   経常収支比率の状況 （単位：％） 

  年度 

区分   
7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

富山市 77.9 79.1 81.2 79.9 79.9 79.8 79.6 82.7 81.4 80.8 

高岡市 84.3 84.4 84.9 85.0 79.9 79.9 80.4 83.7 81.5 87.0 

新湊市 79.2 80.7 83.4 82.9 80.9 82.1 81.3 83.7 81.9 84.8 

魚津市 81.2 81.3 84.7 86.4 83.7 84.9 82.9 83.3 83.9 88.3 

滑川市 72.0 73.5 74.3 76.8 77.7 80.0 82.6 84.3 82.9 86.8 

黒部市 74.5 78.7 73.9 82.5 75.2 78.2 77.6 79.3 78.4 81.8 

砺波市 74.1 80.0 76.7 81.9 83.0 81.6 85.2 86.7 85.5 88.9 

小矢部市 74.1 79.4 77.4 78.9 72.8 76.0 79.0 83.1 87.7 91.1 

南砺市 － － － － － － － － － 89.9 

氷見市氷見市氷見市氷見市    83.283.283.283.2    85.085.085.085.0    85.285.285.285.2    85.485.485.485.4    83.183.183.183.1    88882.82.82.82.8    85.785.785.785.7    85.885.885.885.8    82.082.082.082.0    85.685.685.685.6    

県内１０(９)市単純平均 77.8 80.2 80.2 82.2 79.6 80.6 81.6 83.6 82.8 86.5 

全国類似団体（Ⅱ－２） 79.1 80.6 81.1 81.9 78.9 79.０ 79.5 83.5 82.9 未定 

※平成１３年度以降は、経常一般財源に臨時財政対策債、減税補てん債を含む数値である。 

 

（２）公債費負担比率 

公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合を公債費負担比率といい、その率が高いほ

ど、財政運営の硬直性の高まりを示すものである。一般的には財政運営上１５％が警戒ライン、２０％

が危険ラインとされている。本市の推移及び県内９市の状況は第１２表に示すとおりである。 

大型単独事業の実施や数次にわたる景気対策を目的とする公共事業の追加に伴う市債発行額の急増

により、これらの償還に要する経費も増加したことから本市の公債費負担比率は上昇傾向にあった。平

成１６年度は、前年度までの繰上償還の影響と、市債の新規発行の抑制に努めたため減少に転じたが、

ふれあいスポーツセンター建設時に借り入れた市債の元金償還などの影響により、依然として２０％台

を推移している。また、繰上償還充当一般財源を公債費充当一般財源から除いた公債費負担比率は、２

１．６％となった。いずれも前年度に引き続き、県内１０市（前年度は９市）の中で最も高い率であり、

全国類似団体と比較してもその差は依然、大きなままである。そのため、市債の発行を抑制するととも

に、計画的な繰上償還の実施など公債費対策を講じる必要がある。 
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第１２表   公債費負担比率の状況       （単位：％） 

  年度 

区分   
7 8 9 10 11 12 1３ 14 15 16 

富山市 14.5 13.2 12.9 13.5 13.9 17.2 16.8 14.9 15.2 15.7 

高岡市 17.3 17.8 18.7 18.0 18.3 19.2 18.1 17.2 16.9 18.0 

新湊市 11.2 12.6 13.8 14.9 14.9 15.5 15.7 16.9 17.3 15.9 

魚津市 20.1 13.5 15.1 16.2 16.5 21.1 20.1 18.9 18.8 19.2 

滑川市 12.0 12.9 12.2 12.6 13.9 15.8 17.0 21.5 17.2 16.9 

黒部市 11.9 15.6 14.6 16.8 20.2 16.7 20.3 17.5 17.4 17.4 

砺波市 14.3 14.4 13.6 15.8 18.2 17.1 17.4 16.5 15.9 17.2 

小矢部市 21.7 18.5 16.7 18.4 17.9 17.7 15.2 15.6 16.2 15.9 

南砺市 － － － － － － － － － 19.2 

氷見市氷見市氷見市氷見市    14.814.814.814.8    15.815.815.815.8    15.515.515.515.5    18.018.018.018.0    18.218.218.218.2    18.718.718.718.7    21.721.721.721.7    22.822.822.822.8    22.622.622.622.6    22.022.022.022.0    

県内１０(９)市単純平均 15.3 14.9 14.8 16.0 16.9 17.7 18.0 18.0 17.5 17.7 

全国類似団体（Ⅱ－２） 13.8 14.4 14.5 15.4 15.1 15.0 14.5 15.4 15.3 未定 

 

（３）公債費比率 
公債費比率は、公債費による財政負担の度合いを判断する指標のひとつで、市債の元利償還金に充当

された一般財源のうち、普通交付税の基準財政需要額で公債費として措置された部分を除いたものの標

準財政規模に対する割合である。本市の推移及び県内１０市の状況は、第１３表に示すとおりである。 
過去１０年間の推移をみると、平成６年度以降平成１２年度を除いて上昇を続け、ふれあいスポーツ

センター建設時に借り入れた市債の元金償還の始まった平成１３年度には２０．２％となった。平成１

４年度から平成１５年度にかけては、繰上償還等により公債費が減少したことなどにより、一旦減少し

たが、平成1６年度は再び増加に転じている。これは充当一般財源を繰上償還額を除いた償還額で比較
した場合に、対前年度比で増加していることなどによるものである。 
例年、県内１０市の中でも、また、全国類似団体との比較においても高い水準にある。今後も上昇傾

向で推移することが見込まれることから、引き続き財政の健全化に努めていかなければならない。 
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第１３表   公債費比率の状況       （単位：％） 

  年度 

区分   
7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

富山市 12.6 12.6 13.2 12.9 14.1 14.3 14.1 14.0 14.6 14.6 

高岡市 17.7 18.0 19.0 18.1 17.7 17.5 17.6 16.6 16.6 17.3 

新湊市 12.6 14.9 15.9 16.6 16.9 17.1 17.5 18.1 18.0 16.7 

魚津市 15.9 15.2 17.0 17.9 18.8 21.2 21.5 19.7 19.6 19.7 

滑川市 13.8 13.8 13.7 14.0 16.1 18.6 19.5 18.1 18.8 19.5 

黒部市 15.0 18.3 17.8 18.9 20.6 18.1 17.5 17.9 18.3 18.5 

砺波市 15.1 15.4 15.6 17.7 19.0 18.1 18.6 17.9 17.3 18.4 

小矢部市 15.7 16.5 18.0 17.7 16.4 16.6 15.4 15.9 16.7 16.7 

南砺市 － － － － － － － － － 18.4 

氷見市氷見市氷見市氷見市    14.314.314.314.3    14.914.914.914.9    15.215.215.215.2    16.316.316.316.3    17.317.317.317.3    17.117.117.117.1    20.220.220.220.2    19.519.519.519.5    18.818.818.818.8    19.319.319.319.3    

県内 10（9）市単純平均 14.7 15.5 16.2 16.7 17.5 17.6 18.0 17.5 17.6 17.9 

全国類似団体（Ⅱ－２） 13.9 14.6 14.2 14.8 14.8 14.6 14.2 15.2 14.4 未定 

 
（４）起債制限比率 
起債制限比率は、市債の元利償還金に充当された一般財源のうち、普通交付税の基準財政需要額で措

置されたものすべてを除いたものの標準財政規模に対する割合である。本市の推移及び県内１０市の状

況は、第１４表に示すとおりである。 
起債制限比率は、公債費比率に比べ、より公債費負担の実質的な割合を表しており、この指数が１４％

を超えると国から公債費負担適正化計画の作成を求められるほか、２０％を超えると段階に応じて一定

の市債発行の制限を受ける。大型事業の償還の影響を受けた平成１３年度から１２％台を推移し、また、

全国類似団体と比べても高い水準であるので、市債の新規発行を抑制するなど公債費適正化のための対

策を講じていかなければならない。    

第１４表   起債制限比率の状況       （単位：％） 

  年度 

区分   
7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

富山市 10.0 10.3 10.3 10.0 9.9 9.7 9.4 8.7 8.2 8.2 

高岡市 13.2 14.0 14.3 13.7 12.9 12.0 11.4 11.0 10.8 11.1 

新湊市 9.6 10.7 11.6 12.5 12.6 12.6 12.4 12.3 12.0 11.5 

魚津市 11.6 11.5 11.3 11.1 11.6 12.6 13.1 12.8 11.8 11.5 

滑川市 11.3 11.1 10.9 10.7 11.3 12.7 14.0 13.9 13.1 12.5 

黒部市 12.2 13.3 13.7 14.1 13.7 13.1 12.3 11.5 11.6 12.1 

砺波市 11.0 10.8 10.6 11.0 11.7 12.1 12.0 11.4 11.0 11.1 

小矢部市 10.2 9.6 9.2 8.5 7.5 6.7 5.9 6.1 6.6 8.1 

南砺市 － － － － － － － － － 10.7 

氷見市氷見市氷見市氷見市    11.511.511.511.5    11.611.611.611.6    11.611.611.611.6    11.611.611.611.6    11.611.611.611.6    11.711.711.711.7    12.512.512.512.5    12.412.412.412.4    12.012.012.012.0    10.910.910.910.9    

県内 10（9）市単純平均 11.2 11.4 11.5 11.5 11.4 11.5 11.4 11.1 10.8 10.8 

全国類似団体（Ⅱ－２） 10.8 11.0 10.9 10.8 10.6 10.4 9.5 9.7 9.8 未定 
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２２２２    その他決算数値による分析その他決算数値による分析その他決算数値による分析その他決算数値による分析    
 
財政状況をみるには、単年度の歳入歳出ばかりでなく、地方債、債務負担行為等のように将来にわた

って財政負担となるものや、積立金のように年度間の財源調整を図り、将来における弾力的な財政運営

に資するための財源を留保するものなども含めて総合的に把握する必要がある。 
 
（１）市債現在高 
市債現在高の推移は、３０ページの付表２のとおりである。平成１６年度末現在高（普通会計）は３

４，４１６，２９２千円で、前年度末（３５，１４５，８１１千円）に比べ７２９，５１９千円、２．

１％の減、平成７年度末との対比では１．４９倍となった。 
なお、公営企業

（下水道含む）に

おいて償還する企

業債も含めると平

成１６年度末では

５９，４９８，３

６８千円（対前年

度末比２．２％減）

となり、平成７年

度末との対比では

１．４倍となって

いる。 
市債現在高（普

通会計）と標準財

政規模（標準税収

入額等プラス普通

交付税）を比較し、

その推移を示した

ものが第９図であ

る。平成７年度末

市債現在高は、標

準財政規模に対し

て１．８５倍であ

ったが、それ以降

毎年その差が拡大

し、平成９年度ではついに２倍を超え、平成１６年度末では１４年度までの大型事業の実施による市債

残高の増加により２．６６倍となっている。 
 
（２）債務負担行為額 
地方公共団体は、将来の支出を約束するものとして債務負担行為を行うことができるが、この債務負

 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区分 7 8 9 10 11 12 １3 １４ １５ １６ 

標準財政規模 1,242 1,267 1,305 1,340 1,371 1,372 1,355 1,323 1,273 1,293 

市債残高 2,303 2,512 2,801 3,191 3,294 3,408 3,485 3,545 3,515 3,442 

第９図   市債現在高（普通会計）と標準財政規模の推移
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担行為には、数年度にわたる建設工事や土地購入等のように翌年度以降の経費支出が予定されているも

のと、債務保証や損失補償のように債務不履行等一定の事実が発生したときに支出されるものとがある。 
これら債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は、付表３にみられるように、平成７年度以降、

減少を続けており、平成１４年度にいったん増加したものの、農林水産業に対する過年度の償還補助金

の減少や、社会福祉関連での減などの影響を受け、平成１６年度末では５，０９７，８４１千円で前年

度末（５，５９８，５３４千円）に比べ５００，６９３千円、８．９％の減となった。 
 
（３）積立金現在高 
地方公共団体は、財政の健全な運営を図るため、将来の財政需要に備えて積立てを行っている。本市

の積立金現在高（育英基金及び定額運用基金を除く。）は付表４に示したが、平成１６年度末では４，

５４３，３２７千円で、前年度末（４，５８１，０８３千円）に比べ３７，７５６千円、０．８％の減

となった。内訳は、財政調整基金が取崩し額２６０，０００千円に対し、積立額が２５４，７０６千円

だったことから残高１，４９２，９５６千円で前年度末に比べ５，２９４千円の減、減債基金が１，３

９９，７６７千円で、前年度末に比べ４５，９６１千円の減、その他特定目的基金は１，６５０，６０

４千円で、前年度末（１，６３７，１０５千円）に比べ１３，４９９千円の増となった。その他特定目

的基金の増となった主な要因としては、地域農業振興基金が１２，０６５千円の増となったことが挙げ

られる。 
 

（４）将来にわたる財政負担 
市債現在高（普通会計）に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え、積立金現在高を差し

引いたもの、すなわち将来にわたる財政負担額は、平成１６年度末では３４，９４１，５８０千円とな

り、前年度末（３６，１３０，５４０千円）に比べ、１，１８８，９６０千円、３．３％の減となった。 
第１５表は、これを平成１５年度末で全国類似団体と比較したものである。本市は、地方債現在高及

び債務負担行為額において、全国類似団体をかなり上回っているため、将来にわたる財政負担額は、１

団体当たりでは全国類似団体を１６，１６１，１４３千円、８０．９％、また人口１人当たりでも３２

２，２６７円、１０３．５％上回っている。また、標準財政規模との１団体当たり比較では、全国類似

団体が１．６１倍なのに対し、本市は２．８４倍となっている。 
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第１５表   将来にわたる財政負担額の状況    

      普通会計 翌年度以降 積立金現在高 将来にわたる ＊参考 

区    分 地方債現在高 支出予定の   財政負担額 標準財政規模 

      （年度末）Ａ 債務負担行為額Ｂ （年度末）Ｃ A＋Ｂ－Ｃ   

１団体           

当たり 34,416,292 5,097,841 4,572,553 34,941,580 12,927,174 

（千円）           

人口１人           

当たり 609,807 90,326 81,019 619,114 229,051 

平 

成 

１6 

年 

度 

氷見市 

（円）           

１団体           

当たり 35,145,811 5,598,534 4,613,805 36,130,540 12,734,766 

（千円）           

人口１人           

当たり 616,420 98,192 80,921 633,691 223,354 

氷見市 

（円）           

  １団体           

全国 当たり 22,034,374 2,221,398 4,286,375 19,969,397 12,406,667 

類似 （千円）           

団体 人口１人           

（Ⅱ－２） 当たり 343,627 34,643 66,846 311,424 193,482 

平 

成 

15 

年 

度 

  （円）           

＊この指数表中、人口１人当たり額において基礎とした人口は、各年度末現在の住民基本台帳登載人口で

ある。 

（H16：氷見市 56,438 人 H15：氷見市 57,016 人 類似団体 64,123 人）   
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付表１   平成１６年度氷見市会計別歳入歳出決算額調 

  （単位：千円） 

会計別 予算現額 収入済額 支出済額 差引 備考     

一般会計  23,977,266 23,345,277 22,741,791 603,486 各会計へ 3,152,324 繰出 

国民健康保険   4,564,205 4,602,874 4,427,975 174,899 一般会計より 311,083 繰入 

育英資金   14,876 13,170 13,170   一般会計より 1,800 繰入 

高齢者・障害者 

住宅整備資金   8,065 8,059 8,058 1 一般会計より 53 繰入 

下水道   2,718,038 2,592,246 2,585,339 6,907 一般会計より 994,400 繰入 

老人保健医療事業   6,783,103 6,705,536 6,701,842 3,694 一般会計より 445,669 繰入 

介護保険   3,714,636 3,716,124 3,687,506 28,618 一般会計より 547,922 繰入 

有線テレビジョン 

放送事業   96,693 94,246 94,009 237       

特
別
会
計 

計  17,899,616 17,732,255 17,517,899 214,356 一般会計より 2,300,927 繰入 

収入 1,669,965            収益的 

収支 
支出 1,684,984 1,611,611 1,626,855 △ 15,244 一般会計より 163,810 繰入 

収入 218,977            資本的 

収支 
支出 584,734 200,407 553,692 △ 353,285 一般会計より 22,548 繰入 

収入 1,888,942            

水道事業 

小計 
支出 2,269,718 1,812,018 2,180,547 △ 368,529 一般会計より 186,358 繰入 

収入 6,300,891            収益的 

収支 
支出 6,174,808 6,197,312 6,038,131 159,181 一般会計より 492,968 繰入 

収入 368,672            資本的 

収支 
支出 458,157 366,771 453,969 △ 87,198 一般会計より 172,071 繰入 

収入 6,669,563            

病院事業 

小計 

支出 6,632,965 6,564,083 6,492,100 71,983 一般会計より 665,039 繰入 

収入 8,558,505            

企
業
会
計 

計 

支出 8,902,683 8,376,101 8,672,647 △ 296,546 一般会計より 851,397 繰入 

合     計   50,779,565 49,453,633 48,932,337 521,296      

純     計   47,845,405 46,301,309 45,780,013 521,296       
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付表２   市債残高調

区分 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度 平成１2年度 平成１３年度 平成１4年度 平成１5年度 平成１6年度

17,754,867 19,169,150 21,727,485 25,315,163 26,610,310 27,492,063 27,866,875 27,857,674 26,754,806 25,541,030

（１）土木 6,433,239 7,317,135 8,200,165 9,099,592 9,629,337 9,983,227 10,275,195 10,064,792 9,876,554 9,502,889

（２）農林
（２）水産 3,294,482 3,597,707 3,880,634 4,329,996 4,802,528 5,077,885 5,182,512 5,093,952 4,833,682 4,537,984

（３）教育 5,482,766 5,537,025 6,584,221 8,598,239 8,226,626 7,890,122 7,148,944 6,858,439 6,241,866 5,823,688

普 （４）衛生 743,874 792,309 1,182,454 1,534,780 2,184,916 2,513,821 2,586,910 2,469,602 2,313,629 2,288,150

（５）
その他 1,800,506 1,924,974 1,880,011 1,752,556 1,766,903 2,027,008 2,673,314 3,370,889 3,489,075 3,388,319

通 407,020 473,884 483,142 530,071 532,829 513,326 498,399 534,267 596,781 581,111

4,867,450 5,476,658 5,795,074 6,065,278 5,795,198 6,072,442 6,482,899 7,060,975 7,794,224 8,294,151

会
（１）
辺地債 2,626,612 2,782,036 2,836,307 2,843,044 2,768,494 2,973,772 3,172,614 3,197,149 2,968,109 2,903,560

（２）県
貸付金 587,134 479,577 403,661 302,594 178,475 62,685 40,043 25,106 15,816 10,597

計

（３）減税
補
てん債等 870,300 1,394,800 1,376,381 1,672,917 2,039,391 2,050,870 2,298,584 2,818,269 3,858,636 4,577,356

（４）
その他 783,404 820,245 1,178,725 1,246,723 808,838 985,115 971,658 1,020,451 951,663 802,638

小計小計小計小計 23,029,337 25,119,692 28,005,701 31,910,512 32,938,337 34,077,831 34,848,173 35,452,916 35,145,811 34,416,292

対前年度比 114.9 109.1 111.5 113.9 103.2 103.5 102.3 101.7 99.1 97.9

水道事業会計 5,611,771 5,900,133 6,074,277 6,238,479 6,521,740 6,613,553 6,599,416 6,448,533 6,240,086 6,018,734

病院事業会計 2,618,968 2,472,176 2,337,704 2,215,312 2,147,233 2,126,882 2,206,554 2,166,841 2,079,787 1,964,330

下水道事業会計 11,025,484 12,268,291 13,432,705 14,705,732 16,297,746 17,299,932 17,557,862 17,537,302 17,348,614 17,099,012

合計合計合計合計 42,285,560 45,760,292 49,850,387 55,070,035 57,905,056 60,118,198 61,212,005 61,605,592 60,814,298 59,498,368

対前年度比 111.3 108.2 108.9 110.5 105.1 103.8 101.8 100.6 98.7 97.8

（単位：千円、％）

１   普通債

２   災害
２ 復旧債

３   その他
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付表３   債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の状況調

区   分 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度 平成１2年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

土木 8,277 57,952 6,259 4,567 2,961 1,855 994 76,362 321

学校 7,035 24,000 47,606 32,626 44,535 30,648 24,742

農林
水産 7,061,805 6,595,987 6,174,276 5,770,452 5,338,971 4,914,181 4,480,041 4,108,934 3,668,787 3,271,526

社会
福祉 722,625 682,913 948,582 1,045,094 1,037,120 1,025,963 1,093,283 1,352,949 1,249,124 1,149,110

その他 303,124 437,866 465,356 523,690 393,995 406,625 232,204 381,125 649,654 652,463

合     計 8,095,831 7,774,718 7,601,508 7,343,803 6,797,047 6,396,230 5,839,148 5,963,905 5,598,534 5,097,841

付表４   基金残高調（平成１６年５月末現在）

区     分 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度 平成１2年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

財政調整
基金

1,737,054 1,696,692 1,689,973 1,560,592 1,553,822 1,546,536 1,430,773 1,231,484 1,498,250 1,492,956

減債
基金

967,734 1,176,083 1,230,542 1,029,012 1,406,197 1,907,468 1,709,690 1,503,343 1,445,728 1,399,767
ふるさと
づくり
基金 94,888 87,673 224,442 215,303 203,186 291,275 281,304 226,572 233,014 229,064
社会福祉
事業振興
基金 462,497 469,755 472,265 477,735 482,685 588,299 591,457 508,190 498,014 503,725

地域農業
振興基金

39,369 53,624 51,315 51,713 51,847 55,896 54,924 54,036 53,934 65,999

水産業
振興基金

2,844 2,855 2,865 2,875 2,882 2,891 2,894 2,895 2,896 2,897

教育文化
振興基金

587,011 695,084 703,245 712,356 716,282 719,204 723,580 722,844 723,300 723,800

安部人づ
くり基金

108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 107,612

スポーツ
振興基金 5,787 5,857 6,394 8,915 6,139 16,347 17,366 16,375 17,502 17,507

合     計
4,005,629 4,296,068 4,489,486 4,166,946 4,531,485 5,236,361 4,920,433 4,374,184 4,581,083 4,543,327

（単位：千円）

（単位：千円）
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付表５   財政力指数（３箇年平均）の状況調

区    分 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度 平成１2年度 平成１3年度 平成１4年度 平成１5年度 平成16年度

富山市 0.95 0.92 0.91 0.89 0.86 0.82 0.80 0.80 0.80 0.81

高岡市 0.88 0.87 0.87 0.85 0.81 0.76 0.73 0.73 0.75 0.76

新湊市 0.84 0.82 0.81 0.79 0.74 0.70 0.67 0.67 0.67 0.68

魚津市 0.71 0.70 0.69 0.66 0.64 0.63 0.62 0.62 0.61 0.61

滑川市 0.62 0.62 0.62 0.63 0.61 0.58 0.57 0.58 0.58 0.60

黒部市 0.81 0.77 0.74 0.74 0.71 0.70 0.69 0.70 0.69 0.67

砺波市 0.59 0.58 0.58 0.58 0.57 0.56 0.56 0.58 0.59 0.57

小矢部市 0.61 0.61 0.59 0.57 0.54 0.52 0.51 0.52 0.53 0.55

南砺市 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 0.37

氷見市氷見市氷見市氷見市 0.440.440.440.44 0.440.440.440.44 0.450.450.450.45 0.440.440.440.44 0.430.430.430.43 0.410.410.410.41 0.410.410.410.41 0.400.400.400.40 0.400.400.400.40 0.400.400.400.40

県内１０（９）市
単純平均 0.72 0.70 0.70 0.68 0.66 0.63 0.62 0.62 0.62 0.60

全国類団
（Ⅱ－２） 0.70 0.69 0.69 0.68 0.67 0.67 0.66 0.66 0.68 未定
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参参参参    考考考考    資資資資    料料料料    

１１１１    財政用語の解説財政用語の解説財政用語の解説財政用語の解説 

財政用語について氷見市に当てはめて簡単に説明します。（あいうえお順に並べてあります。） 

依存財源依存財源依存財源依存財源（いぞんざいげん）（いぞんざいげん）（いぞんざいげん）（いぞんざいげん） 
 国や県の意思により決定された額が交付されたり、割り当てられたりする収入。国庫支出金、
県支出金、地方交付税、地方譲与税など。 

一般財源一般財源一般財源一般財源（いっぱんざいげん）（いっぱんざいげん）（いっぱんざいげん）（いっぱんざいげん） 
 財源が特定されず、どのような経費にも使用することができるもの。地方税、地方譲与税、
地方交付税など。 

会計会計会計会計    （かいけい）（かいけい）（かいけい）（かいけい） 
 予算と決算の経理上の区分け。氷見市が行なう行政運営の基本的な経費を計上した会計を一
般会計。また、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出とは区別して別に経理する必要がある会計は
特別会計。とりわけ、特別会計の中でも、地方公営企業法の適用を受ける会計を企業会計とい
う。 
 現在、氷見市では、一般会計のほか、企業会計は水道事業会計と病院事業会計、企業会計以
外の特別会計は、国民健康保険特別会計など７会計がある。 

基金基金基金基金    （ききん）（ききん）（ききん）（ききん）    

 ある特定目的のため、財産を維持し、資金を積み立て又は定額の資金を運用するために設け
られる資金又は財産をいう。要するに「氷見市の貯金（貯蓄）」のこと。 

起債起債起債起債    （きさい）（きさい）（きさい）（きさい）    

 市債（地方債）を起こすこと。つまり借金をすること。 

起債制限比率起債制限比率起債制限比率起債制限比率    （きさいせいげんひりつ）（きさいせいげんひりつ）（きさいせいげんひりつ）（きさいせいげんひりつ） 
 地方債の許可制限のために総務省の地方債許可方針において定められた指標で、繰上償還な
どの臨時的な要因や、公債費に充てられる特定の財源、地方交付税（後述）などにより他から
措置のある財源等を除き、氷見市が負担しなければならない公債費が標準的な一般財源に占め
る割合をいう。この指標が 20％以上になると、一部の地方債の許可が制限される。(財政指標の
解説を参照) 

基準財政収入額基準財政収入額基準財政収入額基準財政収入額    （きじ（きじ（きじ（きじゅんざいせいしゅうにゅうがく）ゅんざいせいしゅうにゅうがく）ゅんざいせいしゅうにゅうがく）ゅんざいせいしゅうにゅうがく） 
 普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標
準的に収入し得ると考えられる地方税などのうち、標準税率により算定した額の７５％（県も
同じく７５％）。 

基準財政需要額基準財政需要額基準財政需要額基準財政需要額    （きじゅんざいせいじゅようがく）（きじゅんざいせいじゅようがく）（きじゅんざいせいじゅようがく）（きじゅんざいせいじゅようがく）    
 普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が合理的で妥当な水準の行政サービス
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等を実施し、又は施設の維持のために必要と想定される財政需要を、一定の算式により算定し
た額をいう。 

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率    （けいじょうしゅうしひりつ）（けいじょうしゅうしひりつ）（けいじょうしゅうしひりつ）（けいじょうしゅうしひりつ）    
 人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税等
の経常一般財源収入（毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されて
おらず自由に使用し得る収入のこと）がどの程度使われているかをみることにより、当該団体
の財政構造の弾力性を判断するための指標。(財政指標の解説を参照) 

決算決算決算決算    ((((けっさんけっさんけっさんけっさん))))    

 一会計年度の歳入歳出予算の執行実績。 

減税補てん債減税補てん債減税補てん債減税補てん債    ((((げんぜいほてんさいげんぜいほてんさいげんぜいほてんさいげんぜいほてんさい))))    

 住民税減税などの影響による減収分を補てんするために許可された地方債。 

公債費公債費公債費公債費    （こうさいひ）（こうさいひ）（こうさいひ）（こうさいひ） 
 市債の元金の償還及び利払いに要する経費。  

公債費負担比率公債費負担比率公債費負担比率公債費負担比率    （こうさいひふたんひりつ）（こうさいひふたんひりつ）（こうさいひふたんひりつ）（こうさいひふたんひりつ）    
 公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合をいい、この比率が高いほど財政
運営の硬直性の高まりを示している。 

財政財政財政財政    （ざいせい）（ざいせい）（ざいせい）（ざいせい） 
 氷見市がお金をどのようにどこから調達し、どのような目的にどれだけのお金を使うかとい
う観点から行なう経済的な活動。  

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数    （ざいせいりょくしすう）（ざいせいりょくしすう）（ざいせいりょくしすう）（ざいせいりょくしすう） 
 普通交付税の算定により計算される基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の
過去３ヵ年間の平均値をいい、地方公共団体の財政力の強弱を示す数値として用いる。財政力
指数が１．０に近くなる（より大きくなる）ほど財源に余裕がある。(財政指標の解説を参照) 

市債市債市債市債    ((((地方債地方債地方債地方債))))（しさい）（しさい）（しさい）（しさい） 
 氷見市が資金調達のために負担する債務であって、その返済が一会計年度を超えて行われる
もの（将来にわたって少しずつ返済しているもの）をいう。つまり「氷見市の借金」のこと。 

自主財源自主財源自主財源自主財源（じしゅざいげん）（じしゅざいげん）（じしゅざいげん）（じしゅざいげん） 

 氷見市が自主的に収入し得る財源をいう。市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財
産収入、寄附金、繰入金、繰越金などである。 

実質収支実質収支実質収支実質収支    （じっしつしゅうし）（じっしつしゅうし）（じっしつしゅうし）（じっしつしゅうし） 
 会計年度の決算において、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額（形式収支）から、翌
年度へ繰越すべき財源を差し引いた額。 

性質別分類性質別分類性質別分類性質別分類（せいしつべつぶんるい）（せいしつべつぶんるい）（せいしつべつぶんるい）（せいしつべつぶんるい） 
 経費（歳出）をその経済的性質により分類したもの。人件費、物件費、維持補修費、扶助費、
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補助費等、普通建設事業費、災害復旧事業費、公債費、積立金、投資及び出資金などに分類さ
れる 。 

単年度収支単年度収支単年度収支単年度収支    ((((たんねんどしゅうしたんねんどしゅうしたんねんどしゅうしたんねんどしゅうし))))    
 当該年度の実質収支の額から前年度の実質収支の額を差し引き、当該年度だけの収支を表し
たもの。 

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税    （ちほうこうふぜい）（ちほうこうふぜい）（ちほうこうふぜい）（ちほうこうふぜい）    
 国税のうち、所得税及び酒税の収入見込額の３２％と法人税の収入見込額の３５．８％、消
費税の収入見込額の２９．５％、たばこ税の収入見込額の２５％を合算した額等を総額として
国が地方公共団体に交付する税をいう。この制度の目的は、地方公共団体の自主性を損なわず
に偏在する地方財源の不均衡を是正し、合理的かつ妥当水準の行政を行なうのに必要な財源の
確保を保障するもの。毎年度、一定の算式により交付される普通交付税（９４％）と、当該年
度の特殊事情により交付される特別交付税（６％）に分けることができる。 

特定財源特定財源特定財源特定財源（とくていざいげん）（とくていざいげん）（とくていざいげん）（とくていざいげん）    
 財源の使途が特定されているもの。国庫支出金、地方債、分担金及び負担金、使用料及び手
数料、寄附金などのうち、使途が指定されているもの。 

目的別分類目的別分類目的別分類目的別分類（もくてきべつぶんるい）（もくてきべつぶんるい）（もくてきべつぶんるい）（もくてきべつぶんるい） 
 会計の経費（歳出）をその行政目的により分類したもの。氷見市の平成１４年度一般会計予
算では、議会費、総務費、民生費、衛生費、労働費、農林水産業費、商工費、土木費、消防費、
教育費、災害復旧費、公債費、予備費に分類されている。  

標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模    （ひょうじゅんざいせいきぼ）（ひょうじゅんざいせいきぼ）（ひょうじゅんざいせいきぼ）（ひょうじゅんざいせいきぼ）    

 地方公共団体の一般財源の標準的な規模を示すもので、普通交付税と市税、地方譲与税など
が主なもの。(財政指標の解説を参照) 

扶助費扶助費扶助費扶助費（ふじょひ）（ふじょひ）（ふじょひ）（ふじょひ）    

生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法など各種法令に基づいて支出する
ものや単独の施策として支出するもので、社会保障制度の根幹をなす経費 。    

予算予算予算予算（よさん）（よさん）（よさん）（よさん）    
 一定期間における収入支出の見積り又は計画 。 

臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債（（（（りんじざいせいたいさくさいりんじざいせいたいさくさいりんじざいせいたいさくさいりんじざいせいたいさくさい））））    

  平成１３年度から平成１８年度の間、地方財政の通常収支不足額を補てんするために発行
する地方債のこと。その償還に要する経費は後年度、地方交付税の基準財政需要額に全額算入
される。 
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２２２２    財政指標の財政指標の財政指標の財政指標の解説解説解説解説    

    

（１） 標準財政規模………地方公共団体の一般財源の標準規模を示す。 

基準財政
収 入 額     

－ 

地方道路譲与税 
自動車重量譲与税 
航空機燃料譲与税 
特別とん譲与税 
交通安全対策特別交付金 

× 100/75 ＋ 

地方道路譲与税 
自動車重量譲与税 
航空機燃料譲与税 
特別とん譲与税 
交通安全対策特別交付金 

＋ 普通交付税 

 

（２） 財政力指数………地方公共団体の財政力を判断する理論上の指標を示す。 

           数値は、過去３か年の平均値である。（１に近く１を超えるほど財源に余裕が

あるものとされる。） 
基準財政収入額 
基準財政需要額 

 

（３） 実質収支比率………標準財政規模に対する実質収支額の割合を示す。 

            （おおむね３～５％が望ましいとされる。） 
実質収支額 
標準財政規模 

× 100（％） 

 

（４）経常収支比率………財政構造の弾力性を判断する指標を示す。人件費、扶助費、公債費等の義務

的性格の経常経費に、地方税、地方交付税を中心とする経常的な収入たる

一般財源がどの程度充当されているかをみるものである。（一般的には、都

市にあっては７５％程度が妥当とされる。） 
経常経費充当一般財源の額 
経常一般財源（歳入） 

× 100（％） 

 

（５）公債費比率………公債費の一般財源等に占める割合を示す。 
地方債元利償還金(繰上償
還及び転貸債を除く)(Ａ) 

  － 

元利償還に充てら    災害復旧費等に係る 
れた特定財源(Ｂ)  ＋ 基準財政需要額(Ｃ) 

標準財政規模(Ｄ)＋臨時財政対策債発行可能額(Ｆ)－(Ｃ) 

 
× 100（％） 

 

（６）起債制限比率………地方債の許可制限に係る指標として地方債許可方針に規定されたもの。次の

算式による比率の過去３年間の平均をいう。（この比率が２０％を超えると

一部の地方債の借入が制限される。） 
上記(Ａ)（繰
上償還を除く） 
     ― 

上記(Ｂ)＋上記(Ｃ)＋事業費補正により基準財政需要額 
          に算入された公債費(Ｅ) 

上記(Ｄ)＋上記(Ｆ)－(Ｃ)－(Ｅ) 

 
× 100（％） 

 


